
給　　与　　費　　明　　細　　書

1.　特　別　職

期末手当 勤勉手当

職員数 報　酬 給　料 （千円） （千円） 地域手当 通勤手当 児童手当 退職手当 計 共済費 合　　計 備考

年　間 年　間

支給率 支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

17,872
(4.40)
48,009

(4.40)

18,075
(4.40)
50,256

(4.40)

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区　　分

114,220

2,300 764長　　　等
本
　
年
　
度

その他の
特 別 職

1,096 77,168

0 0 297,961191,388 38,316 65,881

72,15058,564 13,58638,316

77,168

前
　
年
　
度

長　　　等 4 38,316

36,402 198,631

計 1,118

162,229議　　　員 18

77,168

49,988

比

較

長　　　等 0

計

164,476 37,974 202,450議　　　員 18 114,220

その他の
特 別 職

計

988

1,010

57,596

171,816 38,316

347,949

13,874 92,619

0 2,300 76

2,300 74 30 19,950 78,745

30 19,950

57,596

300,81768,331 0 2,300 74

0 0 0 0 2 △ 30

51,848

57,596

352,665

その他の
特 別 職

108 19,572 0 0 0 0 0

0 0議　　　員 0 0 0 0

108 19,572 0 △ 2,450 0 0

0 0 19,572

△ 203

△ 2,247

2 △ 30 △ 19,950 △ 2,856 △ 1,860 △ 4,716

0 19,572

△ 3,8190 0 △ 2,247 △ 1,572

△ 19,950 △ 20,181 △ 288 △ 20,469



2.一般職

（1）総　括

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

691

(476)

688

(474)

3

(2)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

6,102,883

前　年　度 728,683 2,476,504 1,917,453 5,122,640 1,076,107 6,198,747

本　年　度 743,923 2,505,026 1,815,222 5,064,171 1,038,712

△ 95,864

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 168,313 70,825 161,679 32,143

比　　　 較 15,240 28,522 △ 102,231 △ 58,469 △ 37,395

145,974 47,960 2,735

前年度 166,778 73,322 161,499 31,856 676,636 407,686

642,764 411,881 6,972 42,319 80,868 789

4,050

比　 較 1,535 △ 2,497 180 287 △ 33,872 4,195 0 △ 1,852

6,972 44,171 79,454 780 215,759 48,490

1,414 9 △ 69,785 △ 530 △ 1,315



ア　会計年度任用職員以外の職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

597

(9)

594

(11)

3

(△ 2)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　　計
備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

818,553

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費

△ 46,602

4,736,023

前　年　度 0 2,233,626 1,759,139 3,992,765 865,155 4,857,920

本　年　度 0 2,257,511 1,659,959 3,917,470

144,213

△ 121,897

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 153,454 70,825 153,931 32,143 518,858

比　　　 較 0 23,885 △ 99,180 △ 75,295

4,050

45,980 2,735

前年度 152,197 73,322 154,928 31,856 547,963 407,686 6,972

411,881 6,972 37,310 80,868 789

38,550 79,454 780 215,411 45,970

10 △ 1,3154,195 0 △ 1,240 1,414 9 △ 71,198比　 較 1,257 △ 2,497 △ 997 287 △ 29,105



イ　会計年度任用職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

94

(467)

94

(463)

0

(4)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　　計
備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

220,159

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費

9,207

1,366,860

前　年　度 728,683 242,878 158,314 1,129,875 210,952 1,340,827

本　年　度 743,923 247,515 155,263 1,146,701

1,761

26,033

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 14,859 0 7,748 0 123,906

比　　　 較 15,240 4,637 △ 3,051 16,826

0

1,980 0

前年度 14,581 0 6,571 0 128,673 0 0

0 0 5,009 0 0

5,621 0 0 348 2,520

△ 540 00 0 △ 612 0 0 1,413比　 較 278 0 1,177 0 △ 4,767



(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

増　減　額

（千円） （千円）

給　　　料 28,522 昇給に伴う 10,095  平均昇給額（月額）　5,772円 　　平均昇給率 1.81 ％

増加分 　5,772円×3月×583人

その他の増減分 18,427  職員の人事異動等による 　職員数の異動状況

 増減 （現に在職する職員数） （計）

本年度 584 人 13 人 597 人

前年度 579 人 8 人 587 人

増　減 5 人 5 人 10 人

　採用・退職の状況等

前年度予算積算時よりの採用者 29 人

　　　　　　　　　　　　　　　 退職者 25 人

区　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

（その他）



増　減　額

（千円） （千円）

職員手当等 △ 102,231 制度改正に伴う △ 42,720  期末手当率の改定による

増減分  増減　　

その他の増減分 △ 59,511 　職員の人事異動等による 　　退職予定者の状況

　増減   　　　　 人員 勤続(年) 備　　考

32,408千円 3 2 期間満了

　退職手当の増減 1 6 定年退職

-91,919千円 1 36 〃

  (前年度10人  215,412千円) 1 38 〃

1 40 〃

1 42 〃

区　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

支 給 率 退職手当 (円)

2.511000 1,759,708

7.533000 6,600,431

47.709000 21,989,937

47.709000 25,519,140

47.709000 25,318,762

計 8人 123,492,315

47.709000 42,304,337



(3) 給料及び職員手当等の状況

　ア. 職員１人当たり給与

　イ. 初　　任　　給

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一 　般　 行　 政 　職 技　能　労　務　職

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 319,108 327,142

令和 4年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 389,115 383,810

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 42 48

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 312,591 321,993

令和 3年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 380,201 379,233

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 42 48

区　　　　　　　　　　分
貝　　　　　塚　　　　　市 国　　の　　制　　度

一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円） 一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円）

高　　　　　　　校　　　　　　　卒 160,100 160,100 150,600 147,900

大　　　　　　　学　　　　　　　卒 188,700 ― 182,200 ―



　ウ. 級　別　職　員　数

（ ） （ ） （ ） （ ）
11 3.9

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
42 14.9

（ ） （ ） （ ） （ ）
52 18.5 2 3.3

（ ） （ ） （ ） （ ）
69 24.6 7 11.5

（ 7 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
40 14.2 49 80.3

( ） （ ） （ ） （ ）
47 16.7 3 4.9

( ) ( ) ( ) ( )
20 7.2

（ 7 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
281 100.0 61 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ）
10 3.6

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
43 15.5

（ ） （ ） （ ） （ ）
50 18.1 1 1.6

（ ） （ ） （ ） （ ）
69 24.9 7 11.5

（ 11 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
40 14.4 50 82.0

( ） （ ） （ ） （ ）
52 18.8 3 4.9

( ) ( ) ( ) ( )
13 4.7

（ 11 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
277 100.0 61 100.0

※ （　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）
　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　分 1　　級

令和4年1月1日現在 部 長・参 与

技　　　能　　　労　　　務　　　職
職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％） 職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％）

令和 4年 1月 1日現在
５　級

区　　　　　　　　分 級
一　　　般　　　行　　　政　　　職

２　級

３　級

４　級

１　級

２　級

３　級

４　級

６　級

７　級

8　級

計

１　級

令和 3年 1月 1日現在
５　級

６　級

8　級

計

７　級

8　　級

理　　　事 課 長・参 事 課長補佐・主幹 主査・主任 副主査・副主任 課　　　員 課　　　員

5　　級2　　級 3　　級 4　　級 6　　級 7　　級



エ. 昇    給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

オ. 期 末 勤 勉 手 当  

（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.250 ）

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.350 ）

（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.250 ）

※ （　　）内は再任用職員の支給率

区　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

本

年

度

職 員 数 342 281 61

昇 給 に 係 る 職 員 数

15 14 1

264 220 44

321 265 56

42 31 11

61

昇 給 に 係 る 職 員 数 317 262 55

号 給 数 別 内 訳

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 93.9 94.3 91.8

号 給 数 別 内 訳

90.2

18 18

261 217 44

38 27 11

区　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の

6月　（月分） 12月　（月分） （月分） 級等による加算措置

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 96.1 97.4

本

年

度

職 員 数 330 269

本　　　　年　　　　度 有
2.150 2.150 4.30

前　　　　年　　　　度 有
2.225 2.225 4.45

国　　の　　制　　度 有
2.150 2.150 4.30



カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （令和4年1月1日現在）

キ. 地　域　手　当　（令和4年1月1日現在）

（％） 6 11.8

（人） 560 31

（％） 6 6

ク. 特 殊 勤 務 手 当  （令和4年1月1日現在）

（％）

（％）

　　夜間交替勤務手当、動物死体処理作業従事手当、救急業務従事手当

ケ. そ の 他 の 手 当  （令和4年1月1日現在）

そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等
区　　　　　　　　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（3％～45％加算)

・在職時の役職等に応じた調整額を加算

応募認定退職 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算)

支 給 率 等

定　年　退　職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

　　　　　　　　　区　　　　　　　　　　　分 教育職を除く職員 教育職

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

国　の　制　度　　（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 対 象 職 員 の 比 率 14.72 0.00 16.39

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

区　　　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.27 0.00 0.53

通 勤 手 当 異 な る 全額支給（国支給限度月額 55,000 円）

扶 養 手 当 同 じ ―

住 居 手 当 異 な る
借家分　家賃の1/2（上限月額28,000 円支給）

（国は家賃により段階的な支給額。上限は28,000円）



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成20年度

1,099,573 ～ 1,003,986 令和4年度 77,230 77,230

令和3年度

平成25年度 令和4年度

128,916 ～ 94,672 ～ 23,668 23,668

令和3年度 令和5年度

平成26年度 令和4年度

73,440 ～ 43,641 ～ 18,703 18,703

令和3年度 令和6年度

平成28年度 令和4年度

～ 73,808 ～

令和3年度 令和11年度

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源

泉 州 東 部 区 域
農 用 地 整 備 事 業

防 犯 灯 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業

Ｌ Ｅ Ｄ 街 路 灯 導 入 促 進 事 業

中 学 校 教 室 空 調 設 備 設 置 事 業

370,000千円、た
だし、消費税法等
の改正によって消
費税及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

109,481千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税及び地方
消費税額に
変動が生じ
たときは、相
当額を加算
した額

109,481千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税及び地方
消費税額に
変動が生じ
たときは、相
当額を加算
した額



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成28年度 令和4年度

～ 359,859 ～

令和3年度 令和5年度

平成29年度 令和4年度

～ 6,739 ～

令和3年度 令和8年度

平成29年度

10,530 ～ 6,411 令和4年度 1,206 1,206

令和3年度

平成29年度 令和4年度

～ 19,194 ～

令和3年度 令和5年度

基 幹 系 シ ス テ ム 再 構 築 事 業

652,427千円、た
だし、消費税法等
の改正によって消
費税額及び地方
消費税額に変動
が生じたときは、
相当額を加算した
額

63,707千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

63,707千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

生 活 保 護 シ ス テ ム 更 新 事 業

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

自 治 体 セ キ ュ リ テ ィ ク ラ ウド 事 業

25,920千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税及び地方消費
税額に変動が生
じたときは、相当
額を加算した額

19,181千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

19,181千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

40,403千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税及び地方消費
税額に変動が生
じたときは、相当
額を加算した額

3,558千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

3,558千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成29年度 令和4年度

～ 998,332 ～ 35,163 25,500

令和3年度 令和9年度

平成29年度

～ 14,190 令和4年度

令和3年度

平成30年度 令和4年度

5,772 ～ 2,731 ～ 1,483 1,483

令和3年度 令和5年度

平成30年度 令和4年度

～ 4,084 ～

令和3年度 令和6年度

10,500千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

6,490千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

6,490千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

観 光 案 内 所 移 転 事 業

17,820千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

3,240千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

3,240千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一般財源

貝 塚 市 営 住 宅 の 有 効 活 用 に
よ る 官 民 連 携 事 業

1,320,359千円、
ただし、消費税法
等の改正によって
消費税額及び地
方消費税額に変
動が生じたとき
は、相当額を加算
した額

325,729千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

前 年 度 末 ま で の

265,066千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 認 定 こ ど も 園 ）



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成30年度 令和4年度

～ 81,793 ～

令和3年度 令和6年度

平成30年度 令和4年度

～ 8,933 ～

令和3年度 令和6年度

平成30年度 令和4年度

～ 2,680 ～

令和3年度 令和6年度

19,500千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

10,729千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

10,729千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 幼 稚 園 ）

12,000千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

9,368千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

9,368千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 小 学 校 ）

197,350千円、た
だし、消費税法等
の改正によって消
費税額及び地方
消費税額に変動
が生じたときは、
相当額を加算した
額

117,044千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

117,044千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 中 学 校 ）



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度 令和4年度

～ 3,781,470 ～ 479,900

令和3年度 令和28年度

令和元年度

～ 82,486 令和4年度

令和3年度

令和元年度 令和4年度

7,681 ～ 2,556 ～ 3,138 3,138

令和3年度 令和6年度

令和元年度

9,900 ～ 3,300 令和4年度 6,600 6,600

令和3年度

令和元年度 令和4年度

27,069 ～ 7,816 ～ 19,253 19,253

令和3年度 令和7年度

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

ふ る さ と 納 税 業 務 委 託 事 業

一年度につき、か
いづかふるさと応
援寄附に対する
寄附額の6％まで
の額

異 動 受 付 支 援 シ ス テ ム
及 び Ｒ Ｐ Ａ 導 入 事 業

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

新 庁 舎 整 備 事 業
モ ニ タ リ ン グ 支 援 業 務

一年度につ
き、かいづか
ふるさと応援
寄附に対す
る寄附額の
6％までの額

一年度につ
き、かいづか
ふるさと応援
寄附に対す
る寄附額の
6％までの額

新 庁 舎 整 備 事 業

8,900,561千円、
ただし、金利及び
物価の変動並び
に消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

5,119,091千
円、ただし、
金利及び物
価の変動並
びに消費税
法等の改正
によって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

4,639,191千
円、ただし、
金利及び物
価の変動並
びに消費税
法等の改正
によって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

一般財源



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度

旅 券 事 務 体 制 事 業 25,344 ～ 14,454 令和4年度 7,227 1,088 122 6,017

令和3年度

令和2年度 令和4年度

～ 181,691 ～

令和3年度 令和7年度

令和2年度

103,928 ～ 5,280 令和4年度 98,648 86,500 12,148

令和3年度

令和2年度

100,000 ～ 0 令和4年度 100,000 60,500 39,500

令和3年度

令和2年度

122,446 ～ 0 令和4年度 122,446 100,300 22,146

令和3年度

令和2年度 令和4年度

7,211 ～ 1,581 ～ 4,705 4,705

令和3年度 令和7年度

令和2年度

4,992 ～ 2,496 令和4年度 2,496 1,872 624

令和3年度

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

933,940千円、た
だし、消費税法
等の改正によっ
て消費税及び地
方消費税額に変
動が生じたとき
は、相当額を加
算した額

752,249千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたとき
は、相当額
を加算した
額

752,249千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたとき
は、相当額
を加算した
額

新 庁 舎 情報 ネッ トワ ーク
構 築 事 業

市民文化会館管理運営事業

子どもの生活・学習支援事業

新 庁 舎 ＩＣ Ｔ化 推進 事業

新 庁 舎 防災 設備 構築 事業



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和2年度 令和4年度

120,000 ～ 32,340 ～ 87,660 87,660

令和3年度 令和5年度

令和2年度 令和4年度

～ 137,059 ～

令和3年度 令和7年度

令和2年度 令和4年度

26,200 ～ 8,398 ～ 17,802 11,868 5,934

令和3年度 令和5年度

1,500 令和3年度 0 令和4年度 1,500 1,500

7,000 令和3年度 0 令和4年度 6,138 6,138

2,671 令和3年度 0 令和4年度 1,661 1,661

広 報 紙 印 刷 製 本 事 業

中学校給食調理業務委託事業

子 ど も ・ 子 育 て
交 流 施 設 運 営 事 業

男女共同参画計画策定事業

1,018,150千円、
ただし、消費税
の改正等によっ
て消費税及び地
方消費税額に変
動が生じたとき
は、相当額を加
算した額

881,091千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたとき
は、相当額
を加算した
額

881,091千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたとき
は、相当額
を加算した
額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源

英 語 指 導 講 師 派 遣 事 業

市 議 会 だ よ り 印 刷 事 業



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和4年度

3,795 令和3年度 0 ～ 3,498 3,498

令和8年度

令和4年度

13,554 令和3年度 0 ～ 13,222 13,222

令和5年度

12,039 令和3年度 0 令和4年度 7,260 4,033 3,227

3,289 令和3年度 0 令和4年度 2,200 55 2,145

3,600 令和3年度 0 令和4年度 1,134 226 908

417,044 令和3年度 0 令和4年度 417,044 400,300 16,744

300 令和3年度 0 令和4年度 295 295

90,000 令和3年度 0 令和4年度 80,000 32,000 38,400 9,600

50,000 令和3年度 0 令和4年度 50,000 12,000 30,400 7,600

木 島 認 定 こ ど も 園
整 備 事 業

市 道 馬 場 新 蕎 原 大 橋 線
（ 新 蕎 原 大 橋 ）
橋 梁 補 強 補 修 工 事

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

路 線 価 付 設 業 務

地 域 福 祉 計 画 策 定 事 業

子 育 て 応 援 券 給 付 事 業

投 票 所 名 簿 対 照 管 理
シ ス テ ム 導 入 事 業

保 健 だ より 印刷 製本 事業

（仮称）市道東貝塚駅前線外
道 路 新 設 改 良 工 事



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

19,000 令和3年度 0 令和4年度 19,000 17,100 1,900

3,400 令和3年度 0 令和4年度 3,400 3,400

2,800 令和3年度 0 令和4年度 2,800 2,800

55 令和3年度 0 令和4年度 55 55

令和4年度

90,000 令和3年度 0 ～ 90,000 45,000 45,000

令和7年度

6,300 令和3年度 0 令和4年度 6,300 5,000 1,300

1,949 令和3年度 0 令和4年度 1,949 1,900 49

園 児 健 康 診 断 事 業

ブランディング・シティプロ
モ ー シ ョ ン 事 業
（ 店 舗 誘 致 及 び
開 業 運 営 支 援 ）

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源

王 子 窪 田処 理分 区汚 水管
布 設 工 事 第 ２ ８ 工 区
（ 浸 水 対 策 事 業 分 ）

ほの字の里避難所空調設備
設 置 工 事 設 計 委 託 事 業

市 道 脇 浜二 色線 道路 工事
設 計 委 託 事 業

児童・教職員健康診断事業

生徒・教職員健康診断事業



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和3年度 0 令和4年度 10,000

令和4年度

1,980 令和3年度 0 ～ 1,980 1,980

令和6年度

18,302 令和3年度 0 令和4年度 18,302 18,302

4,000 令和3年度 0 令和4年度 4,000 4,000

令和4年度

11,577 令和3年度 0 ～ 11,577 11,577

令和8年度

17,931 令和3年度 0 令和4年度 17,931 17,931

3,382 令和3年度 0 令和4年度 3,382 3,382

10,124 10,124 124

ペーパーレス会議システム用
タ ブ レ ッ ト 購 入 事 業

広 報 紙 等 配 布 事 業

マイナンバーカード交付等
予 約 ・ 管 理 業 務

マ イ ナ ン バ ー カ ー ド
コ ー ル セ ン タ ー 業 務

身 体 障 害者 福祉 セン ター
老 朽 化 設備 機器 整備 事業

中学校屋内運動場空調設備
設 置 及 び 照 明 Ｌ Ｅ Ｄ 化
設 計 委 託 事 業

新 刊 書 誌 情 報 供 給 事 業



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,769 令和3年度 0 令和4年度 7,769 5,800 1,969

8,118 令和3年度 0 令和4年度 8,118 6,000 2,118

20,000 令和3年度 0 令和4年度 20,000 16,000 4,000

14,034 令和3年度 0 令和4年度 14,034 14,034

令和4年度

1,500 ～ 1,500 1,500

令和5年度

令和4年度

4,000 ～ 4,000 4,000

令和5年度

令和4年度

7,000 ～ 7,000 7,000

令和5年度

す く す く 子 ど も 館
外 壁 改 修 工 事

保 健 ・ 福 祉 合 同 庁 舎
非 常 用 発 電 機 更 新 事 業

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源

市 道 脇 浜二 色線 道路 工事
補 償 委 託 事 業

マ イ ナ ポ イ ン ト
申 請 等 支 援 業 務

市 議 会 だ よ り 印 刷 事 業

広 報 紙 等 配 布 事 業

広 報 紙 印 刷 製 本 事 業



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和4年度

～

令和7年度

令和4年度

12,144 ～ 12,144 12,144

令和9年度

令和4年度

11,715 ～ 11,715 11,715

令和5年度

令和4年度

5,710 ～ 5,710 5,710

令和5年度

令和4年度

5,500 ～ 5,500 5,500

令和5年度

令和4年度

2,387 ～ 2,387 2,387

令和5年度

令和4年度

3,480 ～ 3,480 696 2,784

令和5年度

一年度につき、か
いづかふるさと応
援寄附に対する
寄附額の6％まで
の額に消費税及
び地方消費税を
加算した額

一年度につ
き、かいづか
ふるさと応援
寄附に対す
る寄附額の
6％までの額
に消費税及
び地方消費
税を加算し
た額

一年度につ
き、かいづか
ふるさと応援
寄附に対す
る寄附額の
6％までの額
に消費税及
び地方消費
税を加算し
た額

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

府知事選挙及び府議会議員
選 挙 事 業

市 議 会 議員 一般 選挙 事業

障 害 者 計 画 等 策 定 事 業

高齢者福祉計画・介護保険
事 業 計 画 策 定 事 業

子 育 て 応 援 券 給 付 事 業

ふ る さ と納 税業 務委 託料



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和4年度

336 ～ 336 336

令和5年度

令和4年度

86,000 ～ 86,000 29,940 44,800 11,260

令和5年度

令和4年度

100,000 ～ 100,000 55,000 36,000 9,000

令和5年度

令和4年度

430,879 ～ 430,879 430,879

令和5年度

令和4年度

26,000 ～ 26,000 23,400 2,600

令和5年度

令和4年度

3,400 ～ 3,400 3,400

令和5年度

令和4年度

2,800 ～ 2,800 2,800

令和5年度

令和4年度

55 ～ 55 55

令和5年度

保 健 だ より 印刷 製本 事業

Ｊ Ｒ 東 貝 塚 駅
西 口 広 場 整 備 工 事

王 子 窪 田処 理分 区汚 水管
布 設 工 事 第 ３ ２ 工 区
（ 浸 水 対 策 事 業 分 ）

児童・教職員健康診断事業

生徒・教職員健康診断事業

園 児 健 康 診 断 事 業

市道三ツ松熊取線（大原橋）
橋 梁 補 修 工 事

バリアフリー化整備推進事業
（ Ｊ Ｒ 東 貝 塚 駅 ）

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源



当 該 年 度 末
当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額 現在高見込額

千円 千円 千円 千円 千円

12,456,701 16,370,029 2,447,800 1,082,206 17,735,623

 (1) 総 務 1,834,295 4,614,716 784,400 224,730 5,174,386

 (2) 民 生 855,852 840,557 471,700 41,173 1,271,084

 (3) 衛 生 213,942 201,880 0 23,029 178,851

 (4) 農 林 水 産 42,519 35,720 0 1,649 34,071

 (5) 土 木 2,336,253 2,759,318 503,500 121,394 3,141,424

 (6) 公 営 住 宅 193,226 484,936 68,000 32,085 520,851

 (7) 消 防 877,999 854,733 128,800 102,501 881,032

 (8) 教 育 6,102,615 6,578,169 491,400 535,645 6,533,924

52,766 51,372 0 7,109 44,263

 (1) 総 務 2,000 2,000 0 250 1,750

 (2) 農 林 水 産 2,066 1,297 0 772 525

 (3) 土 木 18,400 18,400 0 2,300 16,100

 (4) 公 営 住 宅 5,500 5,500 0 687 4,813

 (5) 消 防 2,700 2,700 0 338 2,362

 (6) 教 育 22,100 21,475 0 2,762 18,713

15,992,577 15,841,889 657,630 1,359,773 15,139,746

 (1)
市 民 税 等
減 税 補 て ん 債

123,614 84,189 0 31,426 52,763

 (2) 臨 時 財 政 対 策 債 15,644,629 15,438,586 657,630 1,296,317 14,799,899

 (3) 減 収 補 て ん 債 170,903 166,657 0 20,596 146,061

 (4)
公 共 施 設 等
除 却 債

53,431 152,457 0 11,434 141,023

28,502,044 32,263,290 3,105,430 2,449,088 32,919,632

2. 災 害 復 旧 債

3. そ の 他

合　　　　　　計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額
当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

1. 普 通 債


